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平成 30 年 7 月豪雨に対応した危険物関係法令の運用について（通知） 

 

 平成 30 年７月豪雨による被害（以下「豪雨被害」という。）が極めて甚大であること

を踏まえ、消防法令に基づき行われている各種制度については、下記のとおり取り扱う

ことが適当であると考えられることから通知します。 

 貴職におかれましては、下記の事項が適切かつ円滑に行われるよう特段の配慮をされ

るとともに、貴都道府県の市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に

対しても、この旨を周知されるようお願いします。 

 なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく助言

として発出するものであることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 豪雨被害を受けた危険物施設の点検等について 

 豪雨被害を受けた、又は豪雨被害を受けたおそれのある危険物施設の所有者、管理

者又は占有者に対し、当該危険物施設について消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第

10 条第４項に定める位置、構造及び設備の技術上の基準に適合しているかどうかを

できる限り迅速に点検し、安全の確認を図るとともに、異常の認められた危険物施設

に対しては適切な措置を講じることとされたいこと。この際、以下の事項に留意する

こと。 

(1) 点検の結果、異常が認められた危険物施設について変更工事等を行う場合は、そ

の内容により、消防法令の規定に基づき変更許可等の措置が必要となるが、軽微な

補修等にあっては「製造所等において行われる変更工事に係る取扱いについて」（平

成 14 年 3 月 29 日付け消防危第 49 号）によられたいこと。 

(2) 点検の結果、屋外タンク貯蔵所のうち、特定タンク貯蔵所においてタンク直径の

１／100 以上の不等沈下が認められ、又はそれ以外の屋外タンク貯蔵所においてタ

殿 



ンク直径の１／50 以上の不等沈下が認められた場合は、臨時保安検査又は基礎修

正等の措置が必要となること。 

(3) 豪雨被害の発生後、既に自主的に点検を実施した危険物施設にあっては、改めて

点検を実施する必要はないものであること。 

 

２ 豪雨被害を受けた危険物施設に係る変更許可等の手続きについて 

豪雨災害を受けた危険物施設に係る変更許可等の手続きについては、できる限り迅

速に対応されたいこと。 

 

３ 豪雨被害を受けた被災地での仮貯蔵・仮取扱いの手続きについて 

震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きに係るガイド

ライン並びに震災時等における被災地でのガソリン等の運搬、貯蔵及び取扱上の留意

事項については、「震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手

続きについて」（平成 25 年 10 月３日付け消防災第 364 号、消防危第 171 号）を策定

していることから、消防機関における運用に際して御活用いただきたいこと。 

 

４ 危険物取扱者保安講習について 

危険物の取扱作業に従事する危険物取扱者が受講しなければならない危険物取扱

者講習については、消防法第 13 条の 23 及び危険物の規制に関する規則（昭和 34 年

総理府令第 55 号）第 58 条の 14 の規定に基づき受講期限が規定されているところで

すが、受講時期を迎える危険物取扱者が豪雨被害の被災者となったこと等により講習

の受講が困難であると認められる場合には、「危険物取扱者免状の返納命令に関する

運用基準」（平成３年 12 月 19 日付け消防危第 119 号）別添第３、４(4)の規定により

違反点数の計上に関して適切に対処されたいこと。 
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